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はじめに 
 
 日頃、県北地域の家畜衛生の推進につきまして御理解と御協力をいただき感謝申し

上げます。 
 管内の家畜衛生状況に関しましては、昨年度４月から５月にかけ豚流行性下痢

（PED）が続発し対応に追われましたが、皆様の沈静化への御協力とウイルス侵入防

止対策の徹底でそれ以降本年３月の１件まで発生は認められず、その他の悪性家畜伝

染病の発生も無く比較的平穏に経過しました。しかし、近県では PED が続発し、さ

らに、口蹄疫が韓国で、高病原性鳥インフルエンザにつきましても韓国と台湾で大流

行しており厳重な警戒が必要な状況は続いております。家畜を飼養する皆様は飼養衛

生管理基準を遵守、また、関係機関・団体の皆様には遵守への御協力と御指導で疾病

の発生予防に努めていただきたいと思います。 
 栃木県では放射性物質対策を推進するとともに、農業振興計画「とちぎ農業成長プ

ラン」に基づき「攻めの農政」が展開されており、畜産分野では、自給飼料基盤に立

脚した生産性の高い畜産経営体が安全・安心で高品質な畜産物生産の取組を一層促進

できるよう各種事業が推進されています。こうした中、畜産部門は本県農業産出額の

約３割を占め、乳用牛飼養頭数は全国第２位、肉用牛は全国第６位に位置するなど、

全国有数の畜産主産地となっております。 
 その中でも、県北家保は乳用牛は飼養戸数、頭数ともに県の約７割、肉用牛は約５

割、豚の頭数は７割を占める畜産の盛んな地域を管轄しております。畜産を取り巻く

状況は、飼料価格及び素牛価格高騰で厳しい状況であり、放射性物質対策や TPP 交

渉など心配事も続いておりますが、当所では「畜産の元気を支える」をキャッチフレ

ーズに、畜産経営の生産性向上と安全な畜産物供給の促進を家畜衛生面から支援する

ため、①家畜伝染病の発生予防とまん延防止、②損耗防止による生産性向上と安全な

畜産物の供給、④獣医療法・家畜改良増殖法・医薬品医療機器等法の法令遵守、⑤死

亡牛 BSE 検査、⑤放射性物質対策の推進の５項目について重点的に取り組み、事業

を推進しております。 
 ここに平成２６年度の業務実施状況を「事業概要」として取りまとめましたので、

事業を御理解の上、御活用いただければ幸いです。 
 

平成２７年４月 
 

栃木県県北家畜保健衛生所 
所長 久利生正邦 
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Ⅰ 県北家畜保健衛生所の概要 

１ 沿革 

昭和24年 8月 1日 川西家畜保健所として旧川西町(現大田原市)に設置 

昭和24年 8月 5日 野崎家畜保健所として旧野崎村(現大田原市)に設置 

昭和25年 9月 1日 家畜保健衛生所法の施行により川西及び野崎家畜保健衛生所と改称 

昭和26年 3月31日 氏家家畜保健衛生所を旧氏家町（現さくら市）に設置 

昭和28年 3月31日 野崎家畜保健衛生所を狩野家畜保健衛生所と改称し、狩野村(現那須塩原市)に

移転 

昭和29年 8月16日 那須家畜保健衛生所を那須町に設置 

昭和41年 4月 1日 川西、狩野、那須家畜保健衛生所を西那須野家畜保健衛生所として整備統合、

那須家畜保健衛生所を那須支所と改称、川西家畜保健衛生所を廃止 

昭和42年 3月31日 西那須野町（現那須塩原市）狩野に新築移転 

昭和46年 4月 1日 那須支所を廃止し、検査課を新設 

昭和55年 4月 1日 現在地に新築移転 

平成12年 4月 1日 氏家家畜保健衛生所管内の那須郡４町（現那須烏山市、那珂川町）を管内に組

み入れ、県北家畜保健衛生所と改称、氏家家畜保健衛生所を廃止 

平成15年 4月 1日 県北家畜保健衛生所附属検査施設を県酪農試験場（現畜産酪農研究センター）

敷地内に新設 

 

２ 所在地 

（１）県北家畜保健衛生所 

〒329-2713 栃木県那須塩原市緑２丁目１２－１４ 

TEL ０２８７－３６－０３１４  FAX ０２８７－３７－４８２５ 

（２）県北家畜保健衛生所附属検査施設 

〒329-2747 栃木県那須塩原市千本松２９８－２４ 

TEL ０２８７－３７－７２１２  FAX ０２８７－３９－７２０２ 

（３）総合案内図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東
北
自
動
車
道 

西那須野塩原 IC 

JＲ那須塩原駅 

東
北
新
幹
線 

Ｊ
Ｒ
宇
都
宮
線 

ＪＲ西那須野駅 

那須野が原公園 

県畜産酪農研究センター 

畜産草地研究所 
県北家畜保健衛生所 

県
道
３
０
８
号
線 

国道４００号線 

国道４００号線 

国道４６１号線 

県北家畜保健衛生所 

附属検査施設 

国道４００号バイパス 国
道
４
号
線 



- 2 - 

（４）県北家畜保健衛生所案内図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）県北家畜保健衛生所附属検査施設案内図 
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３ 組織及び業務内容 

県北家畜保健衛生所は、家畜保健衛生所法（昭和２５年法律第１２号）に基づき、栃木県行政機関設

置条例（昭和３９年３月条例第１号）により、地方における家畜衛生の向上を図り、もって畜産の振興

に資することを目的に設置されている。 

 

（１）組織（平成２６年４月１日現在） 

ア 人員 ２１名 （獣医師１９名、畜産技師１名、事務職１名） 

イ 職員構成 

 

（２）業務内容 

栃木県行政組織規程（昭和３９年４月 規則第２７号）第２８条に基づく県北家畜保健衛生所の主

な分掌事務は次のとおりである。 

 

ア 企画指導課 

公印の保管並びに予算、決算及び会計事務に関すること。 

職員の服務に関すること。 

物品の出納保管及び県有財産の維持管理に関すること。 

家畜衛生業務の企画調整に関すること。 

動物薬事に関すること。 

獣医師及び獣医療に関すること。 

家畜人工授精師、削蹄師及び装蹄師に関すること。 

獣医畜産技術の普及及び研修会に関すること。 

家畜衛生統計に関すること。 

畜産環境対策に関すること。 

家畜衛生に関する思想の普及及び向上に関すること。 

 

イ 防疫課 

家畜伝染病の防疫に関すること。 

家畜伝染性疾病の防疫に関すること。 

家畜の生産衛生に関すること。 

牧野衛生に関すること。 

病性鑑定に関すること。 

細菌学的検査に関すること。 

免疫学及び血清学的検査に関すること。 

病理学及び血液学的検査に関すること。 

所長(獣医師) 

久利生正邦 

 

主幹兼所長補佐

(獣医師) 

武井明宏 

所長補佐兼 

企画指導課長(獣医師) 

 萩原厚子 

所長補佐兼 

防疫課長(獣医師) 

半田 真明 

 

課員 ４名 

事務職  １名 

獣医師  ２名 

畜産職  １名 

課員 １２名 

 獣医師 １２名 

主幹(獣医師) 

井上恭一 
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原虫及び寄生虫学的検査に関すること。 

生化学的検査に関すること。 

家畜の保健衛生上必要な試験、研究、調査及び検査に関すること。 

 

４ 管内の概要 

（１）管内の特色 

管内は、栃木県の北部に位置し、大田原市をはじめ３市２町を管轄区域とし、北は福島県、東は茨

城県に隣接している。また国内はもちろん国外からの家畜の導入も頻繁に行われていることから、県

境における防疫に留意しながら事業を実施している。 

管内には県内乳用牛の７割が飼養されており、飼養戸数は減少傾向にある一方で、大規模経営化が

進んでいる。また、那須町共同利用模範牧場、那須塩原市八郎ケ原放牧場、大田原市大野放牧場を有

し、優良後継牛の育成に努めている。 

黒毛和種繁殖雌牛は、県内飼養頭数の６割を占め、那須塩原市、那須町を中心として、県内有数の

繁殖地帯であり、また、矢板家畜市場への出荷頭数も多い。 

養豚については、県内飼養頭数の約７割を占めているが、混住化が進み飼養農家の減少がみられる。 

養鶏については、養豚同様の傾向がみられるが大規模養鶏が多く飼養羽数は県内の３割を占める。 

馬については、３５戸３２９頭が飼養され、優秀な競走馬の生産や育成が行われるとともに、観光

資源として活用されている。 

養蜂については、管内に５０業者、約３,０００群が飼養されており、蜂蜜の生産のほか施設園芸

（いちご等）の増産にも寄与している。 

また、家畜伝染病予防法及び牛海綿状脳症対策特別措置法（平成１４年法律第７０号）に基づく 

２４か月齢以上の死亡牛のＢＳＥ検査については、平成１５年から当家畜保健衛生所附属検査施設に

おいて県内全域の検査対象牛の採材及び一時保管を実施している。 

 

（２）管内図 
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Ⅱ 平成２６年度事業実施状況 

食品の安全・安心への関心が高まる中、畜産経営の大型化、口蹄疫及び高病原性鳥インフルエンザの

発生や海外からの家畜伝染病侵入の危険性が増大する等の畜産情勢が変化する中で、安全な畜産物の供

給と畜産経営の安定を図るためには、家畜衛生対策を円滑に推進することが重要である。 

家畜保健衛生所では、家畜伝染病の発生予防と家畜疾病による損耗を防止するための予防衛生対策を

講じるとともに、生産段階における家畜の飼養衛生管理基準遵守の徹底を推進するなど、状況の変化に

適切に対応しながら各種事業を実施している。 

 

１ 家畜伝染病予防事業 

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号 以下 「予防法」）の規定に基づき、家畜伝染病

及び家畜伝染性疾病の発生とまん延を防止し、家畜飼養者をはじめ、獣医師、市町、関係団体等と連

携し家畜防疫体制の強化を図る。 

 

（１）主な検査と対象家畜 

主な検査として、予防法第５条の規定に基づき発生予防又は発生予察のため以下の検査を実施した。 

ア ブルセラ病・結核病及びヨーネ病 

(ｱ)搾乳の用に供し又は供する目的で飼養している牛、及びその同居牛 

(ｲ)放牧予定の乳用牛、及び放牧場で飼養されている乳用牛 

イ ブルセラ病・結核病 

種付けの用に供し、又は供する目的で飼育している雄牛 

ウ 馬伝染性貧血 

(ｱ)競馬に出場させる目的で飼育している馬 

(ｲ)種付けの用に供し、又は供する目的で飼育している雄馬 

(ｳ)乗馬クラブ等に飼育されている乗用馬 

(ｴ)繁殖の用に供し、又は供する目的で飼育されている雌馬 

(ｵ)家畜保健衛生所長が必要と認める馬 

エ 高病原性鳥インフルエンザ 

  100羽以上鶏を飼育している農場のうち、家畜保健衛生所長が選定した農場 

オ 腐蛆病 

管内に飼育されている蜜蜂 

カ 馬パラチフス及び馬伝染性子宮炎 

繁殖の用に供し、又は供する目的で飼育されている雌馬 

キ 牛のアカバネ病、チュウザン病、アイノウイルス感染症、イバラキ病及び牛流行熱、 

発生予察のため、未越夏でワクチンを接種していない牛を選定し検査 

 

その他、公共牧場に放牧された乳用牛に対する定期的な衛生検査(臨床検査、血液検査、寄生虫検

査、牛体消毒等)、養豚場の清浄度を保つための豚コレラ・オーエスキー病等の検査、監視伝染病の

疑いのある家畜及び不明疾病に対する病性鑑定等を実施した。 

 



- 6 - 

（２）検診・検査、注射等の成績 

H２７.３.３１ 現在 

区分 

事業名 

実績 

(頭羽数) 

検査結果(頭羽数) 
備考 

陰性 疑陽性 陽性 

検
診
・
検
査 

ブルセラ病 9,284 9,284 0 0  

結核病 9,284 9,284 0 0  

ヨーネ病 13,893 13,893 0 0 内、清浄化4,453頭   

集団検査 681 
ﾋﾟﾛ  665 

BLV   542 
0 

ﾋﾟﾛ  16 

BLV 139 

放牧予定牛 

(ﾋﾟﾛﾌﾟﾗｽﾞﾏ病等) 

牛伝染性疾病検査 139,386 139,386 0 1 
口蹄疫、IBR、BSE等 

(IBR:1頭発生) 

牛海綿状脳症 3,678 3,678 0 0  

馬伝染性貧血   356   356 0 0  

馬伝染性子宮炎   0   0 0 0  

馬パラチフス   0   0 0 0  

馬伝染性疾病検査 452 452 0 0 馬ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等 

豚伝染性疾病検査 358,469 358,469 0 0 

豚ｺﾚﾗ、口蹄疫、 

ｵｰｴｽｷｰ病、豚水胞

疹、豚流行性下痢 

豚コレラ 150 150 0 0 抗体検査 

鶏伝染性疾病検査 1,113,596 1,113,596 0 0 高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等 

高病原性鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 430 430 0 0  

腐蛆病 2,153 2,153 0 0  

そ
の
他 

畜舎消毒 184     

自衛防疫指導 4回     

 

（３）各種抗体検査成績 

ア 牛流行熱等抗体調査 

吸血昆虫により媒介されるか、発生に季節性があり吸血昆虫の媒介が疑われる以下の５疾病

について、発生予察のための抗体検査を実施した。   検査結果：当該疾病の流行を認めず 

疾病名 戸数 頭数 
６月 ８月 ９月 １１月 

<2 2≦ <2 2≦ <2 2≦ <2 2≦ 

ｱｶﾊﾞﾈ病 

7 40 

31  9 34 6 40 0 38 0 

ﾁｭｳｻﾞﾝ病 40 0 40 0 40 0 38 0 

ｱｲﾉｳｲﾙｽ感染症 40 0 40 0 40 0 38 0 

ｲﾊﾞﾗｷ病 40 0 40 0 40 0 38 0 

牛流行熱 40 0 40 0 40 0 38 0 
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イ 牛白血病 

放牧場における感染を防ぐために放牧予定牛を対象に検査を実施。 

検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

６８１ １３９ ５４２ 

ウ 豚コレラ 

抗体検査を実施し、清浄性を確認した。 

検査戸数 検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

１５ １５０ ０ １５０ 

エ オーエスキー病 

清浄化対策推進のために抗体検査を実施した。また、種豚生産農場の出荷予定豚について検

査し、陰性豚の流通に努めた。 

検査戸数 検査頭数 野外抗体 

陽性頭数 

野外抗体 

疑陽性頭数 

野外抗体 

陰性頭数 

３０ ９，７７０ ５１ １６ ９，７０３ 

オ ＰＲＲＳ（豚繁殖・呼吸障害症候群） 

抗体検査により農場の浸潤状況を調査し衛生指導を実施した。 

検査戸数 検査頭数 陽性頭数 陰性頭数 

２ ３０ １２ １８ 

カ ニューカッスル病 

抗体検査結果をもとに、適切なワクチン接種を指導した。 

戸数 羽数 <2 2 4 8 16 32 64 128 256 512 1024 ≦2048 

14 355 56 46 45 30 57 54 38 17 10 2 0 

キ 鶏マイコプラズマ病 

抗体検査により農場の浸潤状況を把握し、衛生指導を実施した。 

病原体名 検査戸数 検査羽数 陽性羽数 疑似羽数 陰性羽数 

ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ･ｶﾞﾘｾﾌﾟﾁｶﾑ 
１４ ２６０ 

１４２ ０ １１８ 

ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ･ｼﾉﾋﾞｴ ２０３ ０ ５７ 
 

（４）放牧牛衛生検査 

管内３か所の公共牧場において、放牧牛を対象に衛生検査を行い、各種疾病の早期発見及び早

期治療に努めた。 

                           （陽性頭数/検査頭数） 

疾病名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

ピロプラズマ病 0/12 0/64 0/88 2/112 3/72 1/47 1/29 

牛肺虫症    0/40 0/30 0/40  
 

（５）輸入家畜着地検査 

仕向先に輸入家畜が到着した後、原則として３か月間当該家畜の健康状態の確認及び必要な衛

生指導を行った。 

畜種 件数 検査頭数 異常の有無 備考 

馬 １ ３ 無 那須塩原市 

豚 １ ２３ 無 那須塩原市 
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（６）病性鑑定実績 

ア 市町別の病性鑑定件数及び頭羽数       （総件数：延べ260件  総頭羽数：延べ709頭羽） 

 
大田原市 那須塩原市 那須町 那珂川町 那須烏山市 計 

件数 頭数 件数 頭数 件数 頭数 件数 頭数 件数 頭数 件数 頭羽数 

乳用牛 5 5 69 131 27 209 4 7 9 29 114 381 

肉用牛 29 40 43 82 24 43 6 16 6 11 108 192 

馬 - - 2 2 - - - - - - 2 2 

豚 4 11 8 41 5 19 2 7 4 16 23 94 

緬山羊 - - 2 2 3 3 - - - - 5 5 

鶏 2 2   2 6 - - - - 4 8 

その他 - - 1 2 1 23 1 1 1 1 4 27 

計 40 58 123 260 62 303 13 31 20 57 260 709 

  ＊その他：環境等 

 

イ 市町別の病性鑑定検査材料別の検体数                 （総検体数：913検体） 

 大田原市 那須塩原市 那須町 那珂川町 那須烏山市 計 

糞便 33 146 216 20 25 440 

死体及び生体 21 50 32 3 11 117 

血液 18 113 64 11 29 235 

乳汁 - 2 - - - 2 

その他 3 19 77 7 13 119 

計 75 330 389 41 78 913 

  その他：鼻腔拭い液、敷料、環境ふきとり等 

 

ウ 平成26年度に診断された主な感染症 

【牛】下 痢 症：牛ロタウイルス病、牛コロナウイルス病、サルモネラ症、クリプトスポリジウム症、 

コクシジウム病、牛大腸菌症 

呼吸器病：牛伝染性鼻気管炎、牛RSウイルス病、牛コロナウイルス病、 

牛パスツレラ（マンヘミア）症、 

そ の 他：牛ウイルス性下痢・粘膜病、真菌性胃腸炎 

【豚】豚流行性下痢、伝染性胃腸炎、豚レンサ球菌症 

【鶏】鶏コクシジウム病 
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２ 家畜衛生対策事業 

 

（１）監視・危機管理体制整備対策事業 

 

ア 家畜衛生関連情報整備対策事業 

家畜衛生に関する対策及び疾病の発生状況等の情報を収集・分析し報告した。 

区分 対象農家数（延） 報告回数 備考 

情報の収集 ２６ ４３ 病性鑑定等から情報収集 

 

イ 診断予防技術向上対策事業 

牛ウイルス性下痢・粘膜病の浸潤状況を明らかにするとともに、育成牛の抗体保有状況等から、

牛ウイルス性下痢ウイルスの持続感染牛を効率的に摘発する手法を検討した。 

実施疾病 対象家畜 検査戸数 検査頭数 陽性頭数 

牛ウイルス性下痢・粘膜病 牛 ２ １３１ ０ 

 

ウ まん延防止円滑化対策 

  高病原性鳥インフルエンザ及び口蹄疫の防疫対策を推進するため、農家、市町担当職員、農協等

職員、開業獣医師等を対象に、連絡会議及び防疫演習を開催した。 

疾病名 回数 出席人数 内容 

高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫 ４ ２７９ 防疫推進会議及び防疫演習 

 

（２）慢性疾病等低減対策事業 

飼養形態の多様化に伴い、混合感染症、不顕性に経過する慢性疾病等の発生が増加し、経済的

損失が問題となっていることから、これら生産性を阻害する疾病群について、その発生動向を把握

するための調査を実施した。 

畜種 調査対象疾病 調査戸数 調査頭羽数 

牛 牛サルモネラ症 ２ ２４０ 

鶏 鶏コクシジウム病 １ ３７ 

 

（３）畜産物安全性確保対策事業 

ア 生産衛生管理体制整備事業 

食品の安全性確保手法として優れたＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）方式を家畜の生産段階

に導入し、農家における安全性確保体制を整備するため、調査・検査及び指導を実施した。 

実施区域 実施戸数 実施回数 備考 

大田原市、那須烏山市 ３ ３２ 肉用牛肥育農家３戸を対象に実施 

 

イ 動物用医薬品危機管理対策事業 

(ｱ) 医薬品の検査 

不良な動物用医薬品を排除し、流通段階にある動物用医薬品の品質確保を図るため、動物用医

薬品販売業者への立入検査・指導及び動物用医薬品の品質確保検査を実施した。 

販売業者店舗数 
立入検査・指導 

品質検査実施動物用医薬品 備考 
対象店舗数 実施店舗数 

５４ ５４ ３４ 動物用生食Ｖ注射液 合格 
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(ｲ) 薬剤耐性菌の発現状況調査 

抗菌剤の人と動物の健康に対するリスク分析の基礎資料を得ることを目的とし、薬剤耐性菌の

発現状況調査を実施した。 

対象細菌 対象農家数 対象頭数 対象家畜 

大腸菌 ６ ６ 牛、豚、鶏 
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３ その他の事業 

 

（１）薬事法関連 

飼育動物の疾病予防・治療等に用いられる動物用医薬品が、適正に製造、販売及び使用されるよう、

薬事法（昭和３５年法律第１４５号）の規定に基づき、製造業等の申請受付業務、販売業許認可業務

及び監視・指導を実施した。 

 

ア 動物用生物学的製剤国家検定業務 

検定抜き取り回数 開封回数 

１４ １３ 

 

イ 動物用医薬品等販売業許認可業務 

区分 新規 更新 許可証書換交付 許可証再交付 廃止 

店舗販売業 ０ ０ ２ ０ １ 

卸売販売業 ０ ０ ０ ０ １ 

特例店舗販売業 １ １ ３ ０ １ 

高度管理医療機

器販売業 
０ ０ ０ ０ ０ 

管理医療機器販

売業（届出） 
０ － － － ２ 

計 １ １ ５ ０ ５ 

 

 

 

（２）獣医師法、獣医療法関連 

獣医療の適正確保を目的に、獣医師法（昭和２６年法律第１８６号）及び獣医療法（平成４年法律

第４６号）の規定に基づき、診療施設関連届出の受理、診療施設に対する立入調査を行った。 

 

ア 診療施設開設状況 

区分 産業動物 小動物 計 

開  設  ４  ２  ６ 

休  止  ０  ０  ０ 

廃  止  １  ２  ３ 

平成２６年３月３１日現在 ６９ ２２  ９１ 

※ 産業動物と小動物の両方を診療する施設は、産業動物に区分 

 

イ 診療施設立入調査 

件数 内容 

２１ 構造設備、診療簿の記載及び保管、劇毒薬保管状況等 
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（３）家畜改良増殖法関連 

家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）の規定に基づき、適正な家畜の改良・増殖の促進を

目的に、種雄畜について、繁殖障害、伝染性疾病及び遺伝性疾患の検査を実施した。また、家畜人工

授精業務の適正確保を目的に、家畜人工授精師免許証の交付、家畜人工授精所の開設の許可及び家畜

人工授精師に対する立入調査を実施した。 

 

ア 種畜検査 

畜種 戸数 頭数 

牛 ６ １７ 

豚 １ ５２ 

馬 １ １ 

計 ８ ７０ 

 

イ 家畜人工授精師免許証の交付 

区分 新規交付件数 再交付件数 書換交付件数 

家畜人工授精師免許証の交付 １１ ２ １ 

 

ウ 家畜人工授精所の開設の許可 

区分 開設の許可 廃止 現在開設数 

家畜人工授精所の開設 ０ ０ １２ 

 

エ 家畜人工授精師等立入調査 

件数 指導内容 備考 

２１ 家畜人工授精簿の記入及び保管等 獣医師９名、家畜人工授精師１２名 

 

 

（４）家畜衛生情報の提供 

区分 発行件数 備考 

速報 ４４ 
豚流行性下痢：２７回、高病原性鳥インフルエンザ：９回、 

口蹄疫：３回、その他：５回 

広報 ４ 事業概要、ヨーネ病、ＢＳＥ、口蹄疫 

 

（５）その他 

ア ビタミン検査 

高品質牛肉生産のための肥育技術のひとつであるビタミンＡコントロールに関連し、農家等の

依頼に基づき肥育牛の血中ビタミン濃度を検査した。 

検査件数 検査頭数 

１６ ３２１ 

 

イ 乳汁検査 

乳房炎による損耗防止のため、農家の依頼に基づき、乳房炎牛の乳汁について細菌分離検査及び

有効薬剤の選択のため分離菌の薬剤感受性検査を実施した。 

検査件数 検査頭数 

８６ ３８３ 
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Ⅲ 家畜衛生業績発表会集録 
 

１ 肥育牛農家における農場 HACCP 導入の取組とその効果 

 

                        県北家畜保健衛生所 

                            渡邉絵里子、岡崎克美、半田真明  

 

はじめに 

農場 HACCP は、法令遵守を基本とし、健康な

家畜を飼養するための一般衛生管理プログラ

ムを作業手順に盛り込み、食の安全に対する危

害をHACCP計画でコントロールすることにより

食の安全を確保するシステムである。 

消費者の食の安全、安心に対する期待に応え

つつ持続的経営を果たすため、このシステム導

入は、畜産農家自らが実践できる方法の一つだ

が、現在の認証農場は全国で 43 農場（平成 26

年 12 月現在）にとどまり、なかなか増えない

現状である。 

そのような中、県内 A農協から当所へ、成績

向上と後継者育成を視野に入れて農場HACCP認

証取得に向けた指導依頼があり、平成 23 年 9

月から養豚農家 3 戸、平成 25年 3月から肥育

牛農家 3 戸の取組を開始した。 

当家保は、取組当初から、各農家が月 1 回開

催している HACCP 会議に関係団体とともに参加

し、法令遵守や一般衛生管理を中心に指導して

きた。各農家とも、構築段階での生産性や意識

の向上等の効果が現れているが、そのうち特に

効果の見られた肥育牛農家１戸の概要を

報告する。 

 

農家の概要 

当該農家は、肥育牛約 400 頭を家族 3 名で飼

養しており、肥育素牛は、乳用及び交雑種雄の

スモールを、B酪農協から A 農協を通して定期

的に導入し、肥育・と畜後、消費者団体へ契約

販売している。 

農場 HACCP 構築の概要 

農場 HACCP の構築は、図１で示したようにコ

ーデックスのガイドラインに示されている 12

の手順に沿って行い、平成 25 年 3 月に、衛生

管理方針を制定し、すべての関係者に対し農場

HACCP 取組を宣言するとともに、協力を依頼し

取組を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図１ 農場 HACCP 構築手順 

 

当初、畜主は農場 HACCP の専門用語への抵抗

感や文書作成等に難色を示し、その効果に疑問

を抱いていた。また、子牛の肺炎を中心とした

損耗防止に苦慮しており、精神的にも余裕がな

い状態からのスタートであった。 

工程１の中で、子牛の損耗原因を把握するた

め、導入時及び 1か月後の血液検査、糞便及び

鼻腔スワブの細菌検査を行った。その結果、ミ
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ルク給与不足による低栄養に起因する日和見

感染が多いことがわかり、ミルクの量を増量す

るとともに飼養環境を改善するため、当所主導

のもと、９月の末に哺乳舎及び育成舎の水洗、

逆性石鹸による消毒に加え、石灰乳を塗布する

徹底した畜舎消毒を実施した。 

また、工程１及び２の原材料、飼養環境、作

業工程などの現状把握とそれらの危害分析は、

多くの時間を費やし、2月 20日に現場確認に至

った。 

HACCP 計画の必須管理点は、出荷後の食の安

全への危害という観点から抗生物質と針の残

留とした。現在、ほぼ構築が終了し、システム

を運用しながら検証、改善を継続しているとこ

ろである(図２)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図２ 農場 HACCP 構築の概要 

 

改善点と取組 

9 月に実施した畜舎消毒により、飼養環境が

改善されるとともに、畜主を悩ませていた哺

乳・育成牛の肺炎が劇的に減少した。また、直

接的な消毒効果の他、牛舎全体が明るくなり作

業意欲の向上や作業環境の改善にも効果があ

った。 

畜舎消毒の効果がみえはじめると、畜主の農

場 HACCP への取組意欲と衛生意識が向上し、現

状把握、現場確認で見えてきた飼養衛生管理基

準関係をはじめとしたハード面の改善が進ん

だ。また、牛舎内見回りチェック表や治療記録

の開始、定期的な細菌検査及び抗体検査の実施

などソフト面の積極的な取組に着手するよう

になった（図３）。 

農場出入り口には、HACCP 導入農場であるこ

とや立入制限を記載した看板と車両消毒器を

設置し、衛生管理区域内にあった郵便ポストを

区域外に移動した。また、衛生管理区域への進

入路は、ポールと鎖で閉鎖し衛生管理区域を明

確化した（写真１）。 

その他、事務所脇に専用長靴と作業着置き場

を設置し、牛舎周囲には防鳥ネットを設置した。

踏込消毒は、衛生管理区域の入口のほか、牛舎

ごとに設置した。また、導入時及び 1 か月

後の糞便及び鼻腔スワブの細菌検査結果から

コクシジウムやマイコプラズマ感染症のまん

延が危惧されたことから、カーフハッチ間にコ

ンパネを設置した。さらに、今まで先延ばしに

なっていたウォーターカップの修繕や、飼槽の

改修も実施された。 

 

図３ 改善点及び新しい取組 
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 写真１ 飼養衛生管理基準関係の改善例  

 

このように、関係者が改善のきっかけを作っ

てあげることにより、畜主をはじめとした従事

者の意識向上が図られ、支援や助言、指導を加

えることで、現状把握と危害分析により気づい

た点が積極的に改善された。そして、その効果

を実感すると向上心ややりがいを感じ、さらに

改善に着手するというるというプラスのサイ

クルが形成されていった（図４）。 

また、従事者の役割や目標が明確化され、一

般衛生管理プログラムや作業マニュアル、記録

などのチェック体制がスムーズに確立されて

いった。これらのサイクルが形成されていくと

同時に生産性にも明らかな効果が表れてきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

図４ プラスのサイクル 

 

 

        取組の効果 

【生産性の効果】 

生産性の効果は、特に改善が明瞭であった交

雑種の出荷成績と全体の衛生費、死亡頭数につ

いて、①構築開始前 1年間、②開始 1年目、③

開始 2年目の月平均値を求め比較した。 

交雑種の一日増体量（DG）は、構築開始後か

ら徐々に増加しており、①と③の時期の比較で

は 0.12kg 増となった(図５)。また、DGのばら

つきは、導入時の牛の健康状態に大きく左右さ

れていることも記録の開始により確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 交雑種一日増体量（DG） 

 

出荷月齢と枝肉重量の推移は、早期出荷を目

指しているため、出荷月齢は短縮しているにも

かかわらず枝肉重量は増加した。①と③の比較

では、平均出荷月齢が 1.4 か月短縮し、枝肉重

量は 19.6kg 増加した（図６）。 

 

 

 

 

 

 

 

   

図６ 交雑種平均出荷月齢と枝肉重量 
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BMS ナンバー（脂肪交雑基準）についても向

上が認められ、現在では、ほぼ 100％が No.4 以

上となった(図７)。 

さらに、肉質等級の割合は、開始前は２等級

以下が平均 70％を占めていたが、現在では

100％に近い割合で 3 等級以上、そのうち 4 等

級以上の割合も大きく改善された(図８)。 

治療頭数と衛生費については、異常牛の早期

発見、早期対応により治療頭数に差はなかった

が、回復が早く治療回数が減少するなど、①と

③の治療費などの衛生費を比較すると、月 2万

円減少した(表１)。また、治療回数が減少した

ことと抗生物質の使用量が減少したことによ

り危害そのもののリスク低減にも効果があっ

た。 

死亡頭数とその損失額の比較では、①は平均

2.08 頭/月死亡していたが、③では平均 0.83 頭

/月と改善され、さらに感染症による死亡はほ

とんどなくなった。死亡した牛に要した経費を

損失額として単純に試算し、①と③を比較する

と約 40 万円/月以上の損失減につながった（表

２）。 

 

 

 

 

 

 

 

     

図７ 交雑種脂肪交雑（BMS） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
図８ 交雑種枝肉等級割合 
 

    表１ 治療頭数と衛生費  

 

 

 

    表２ 死亡頭数と損失額  

 

 

 

 

 

 

 

 

【HACCP 構築による効果】 

生産工程における記録によるチェック体制

の確立と危害に対する改善措置の確立により

食の安全への保証が可能となったことに加え、

表３に示すとおり開始前 1年間と開始後 2年目
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の出荷成績等の月平均値を比較したことで生

産性の向上効果も確認できた。 

また、マネージメント効果として経営者や従

事者の意識向上が、飼養環境、作業工程など

様々な改善につながり、作業マニュアル等の整

備に至ったプラスサイクルに伴い、構築開始時

点から小さな PDCA サイクルが稼働し始め、次

第に大きなサイクルとなって自然に生産性向

上と食の安全が得られる組織体制が確立され

た。サイクルが上がっていく道は、図９のよう

に実際には浮き沈みがあり、沈んだ時に今回の

ような畜舎消毒、細菌検査等を行い、従事者の

モチベーションを維持させたことで、継続的か

つ円滑に効果が向上した。 

 

表３ HACCP 構築による生産性の効果 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ HACCP 構築によるマネージメント効果 

まとめと課題 

農場 HACCP は、まだ認知度が低く、膨大な文

書作成や専門用語が障害となっている。さらに、

商品に認証マークが明記できず表面上の商品

差別化につながらない為、導入メリットに理解

が得られにくく推進に苦慮していた。 

今回、農場 HACCP は従事者の意識向上や継続

的生産性、収益性の向上が得られる有用なシス

テムであることを再認識した。しかし、サイク

ルを円滑に回し継続させる為には、関係者がバ

ックアップし、従事者のモチベーションを維持

させることが重要であることが分かった。 

一方、導入時の検査、原材料の危害分析など

から、導入元の酪農家の衛生管理に疑問が残っ

たが、それらを把握することには現時点では限

界があり、フードチェーンとしての総合的な取

組への課題も見えた。 

 

今後の展望 

当該農家は、他 2 農場も含め、2 年以内の認

証取得を目指している。今後も、定期的検証の

実施など、継続支援をしていきたい。 

また、フードチェーンの一端を担う素牛を生

産する酪農家における農場 HACCP 導入を推進し、

より大きなつながりとして地域的かつ総合的

な取組へ発展させていきたい。 

今後の農場 HACCP 推進については、本事例の

ような具体的効果を示しながら取組を拡大さ

せ、推進拡大により農場 HACCP 認証の認知度を

あげていきたい。 
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 ２ 那須地域における豚流行性下痢の発生とその対応 

 

県北家畜保健衛生所 

中村真弓、市川優、半田真明 

 

はじめに 

 豚流行性下痢（以下 PED）は、急激かつ重

篤な下痢や嘔吐を呈し、特に哺乳子豚で死亡

率が高い疾病である 1)。国内では、平成 25

年10月に沖縄県で7年ぶりに発生が認められ、

その後全国で発生した。県内でも平成 26 年 4

月から 6 月にかけて 22 農場で発生した。当所

管内である那須地域は、養豚農場 44 農場が存

在し、うち大規模農場(飼養頭数 3,000 頭以

上)は 26 農場で過半数を占める。当所管内で

は 14 農場で発生し、当初、大規模農場を中心

に相次いで発生したため、様々な課題や問題

点が明らかになった。一方、大規模農場の発

生後から沈静化までの経過について、各農場

間で相違がみられた。今回、当所が行った初

動防疫及び本病沈静化へのポイントについて

整理したので、その概要について報告する。 

 

発生概要 

 平成 26 年 4 月から 5 月にかけて管内の 14

農場で発生した。発生は地域内の全市町で見

られ、内訳は、大規模農場が 11 農場、中規模

農場が 3 農場であり、ほとんどが大規模農場

であった（図 1）。 

 平成 26年 4月 3日に大規模農場で 1例目が

発生し、さらに 4 月第 2 週に大規模農場 3 件

が立て続けに発生した。その後、第 3 週をピ

ークに 13 例目までが 4 月中に発生し、発症頭

数も最大の 1 万 2 千頭となった。 

当初、大規模農場で続発したことから、地

域のウイルス量の増加による他の農場への伝

播が危惧された。このため、発生農場への衛

生指導、死亡豚・出荷豚の移動自粛、家保の

体制整備を中心とした円滑な初動防疫を実施

する必要があった。加えて、発生農場におけ

る移動自粛に伴い、死亡豚及び出荷豚の滞留

が予測され、さらなる対応も必要となった。

これらの円滑な初動防疫を実施する上での課

題に対して、家保の対応として以下のことを

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 那須地域の PED 発生状況 

（番号は発生農場順） 

 

初動防疫及びまん延防止対策 

【農場内・農場間伝播防止】発生農場に対し

て、農場内・農場間の伝播防止を目的に、農

■：発生大規模農場 
○：発生中規模農場 
●：非発生農場 
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場の立入制限、消毒の実施方法の指導及び実

施の徹底、人・物・車両の動線の見直し、死

亡豚・出荷豚の移動自粛を指導した。また、

PED が発生した旨を、出入りの業者に対して

農家自ら公開するよう指示した。 

非発生農場に対しては、PED を農場に入れ

ないために、飼料の紙袋、治療薬、ワクチン、

消毒薬、ガスボンベ、冷蔵庫内、ポスト受入

口等、今まで消毒したことのない物品や場所

を中心に、徹底的にアルコール消毒等を実施

するよういち早く指導した。 

【家保の体制整備】同日の異常通報があった

際には、迅速な病性鑑定対応、検体の相互汚

染がないよう、発生農場ごとに家保の担当職

員を決めて対応した。担当者は、調査表を用

いた疫学関連調査、沈静化までの発生経過の

情報収集、農場内の相互汚染防除・早期沈静

化への助言及び衛生指導も行った。また、農

場ごとの情報を整理してホワイトボードに書

き出し、職員が情報共有できるように工夫し

た(写真 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 情報共有のためのホワイトボード 

 

【死亡豚の処理】発症農場における死亡豚の

搬出は、概ね 1 週間の自粛を要請した。しか

し、自粛期間中に農場に保管された死亡豚は

約 4 トンもの量になり、衛生状態の悪化が懸

念された(写真 2)。このため、死亡豚運搬業

者と調整し、発生農場専用トラックによる回

収と、発生農場限定の回収日を設定した。死

亡豚を農場から搬出する際は、家畜防疫員立

ち会いのもと、入場前に車両全体を消毒、死

亡豚を積み込むごとに消毒、シートで飛散防

止後、さらに車両全体を消毒させた。発生農

場を数件回る場合は、中間消毒施設を設置し、

そこで車両消毒をするよう指導した(図 2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2 トラック内の死亡豚(約 4t) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 死亡豚の回収経路 
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【と畜場への出荷】出荷についても概ね 1 週

間、発生農場に対して自粛を要請したことか

ら、飼育密度が上昇し、他の疾病の発生が懸

念された。発生農場の出荷再開については、

受入れをためらうと畜場もあった。そのよう

なと畜場に対しては、発生農場と非発生農場

との搬入時間に差をつけることや交差汚染防

止のための出荷トラックの消毒方法等の助

言・指導を行った。発生農場からの出荷時は、

家畜防疫員が出荷予定豚に PED を疑う症状が

無いことを確認し、家畜防疫員名の出荷確認

書を発行した。これらの対応により、出荷を

ためらうと畜場においても出荷が可能となっ

た。なお、写真 3 のような臨床症状を認めた

場合は、出荷自粛期間を延長し、再確認後の

出荷とした（写真 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 3 肥育豚の下痢(黒丸部分) 

 

 これらの対応を行ったことにより、5 月以

降の発生は、4 月に発生した農場の疫学関連

農場1例と再発1例のみに抑えることができ、

初発から 24 日で地域内の他の農場への伝播

を防ぐことができた。一方、発症頭数は徐々

に減少していたものの、4 月第 2 週及び第 3

週に発生した大規模 2 農場が沈静化に至って

おらず、発症が継続していた(図 3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 那須地域における発生経緯 

 

このことから、早期に沈静化した大規模農

場と非沈静化農場との衛生管理等の違いを調

査した。 

 

早期沈静化農場との比較 

【調査項目】農場については、非沈静化農場

2 農場に対して、早期沈静化農場を 2 農場選

定した。比較項目については、豚舎及び従業

員とした。豚舎については、分娩舎のフロー

及び洗浄・消毒・乾燥、空舎期間の設置状況、

馴致について、従業員については、交差汚染

防止の有無、PED に対する衛生意識について

とした。 

【調査結果】早期沈静化した農場では、分娩

舎の対応として、分娩舎のオールアウト後の

徹底的な洗浄・消毒・乾燥、十分な空舎期間

の設置によりウイルス量が減少したものと考

えられた。従業員の対応として、分娩舎担当

の専従化、発生豚舎との作業動線隔離により、

ウイルスを他の豚舎へ持ち込まないものと考
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えられた。また、これらのことを継続して実

施するために、従業員の意識が徹底され、さ

らにその意識を高く保っていることがあげら

れた。なお、馴致については、短期間を 1 回

のみ実施していた（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 早期沈静化農場のポイント 

 

一方、沈静化まで長期間かかっている農場

では、分娩舎に常に豚が存在し、オールアウ

トができない、分娩ストールの洗浄・消毒・

乾燥が不十分、十分な空舎期間を設けられな

いため、農場内のウイルス量を低減できない

ことが考えられた。また、従業員については、

分娩舎担当が複数豚舎を担当、動線の交差汚

染防止が不十分なことから、他豚舎へのウイ

ルスの持込を防ぎきれないことが考えられた。

そしてこれらのことを従業員全員に意識徹底

がされていないため、中途半端な対策に終わ

ってしまい、発症の継続を抑えられないと考

えられた。馴致については、発症頭数が増加

してくると行うといったように繰り返し無計

画に行っていた(図 5)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 非沈静化農場のポイント 

 

馴致の問題点 

馴致については多くの議論がされている

が、県内での PED 発生からこれまでを通して、

以下の問題点が挙げられた。1 つ目として、

PED 発生当初、PED に関する正確な情報が不足

し、農場、管理獣医師、家保等の関係者の特

に馴致に対する理解度に大きな差があった。

これにより、それぞれが様々な情報に振り回

されて、農場での方向性が定まらない状況に

あった。2 つ目として、企業養豚においては、

管理獣医師を含めた本社の方針と家保の指導

にズレが生じ、それにより農場側が板挟みに

なってしまう事例があった。3 つ目として、

家保では PED 発生初動時に馴致しないように

発生農場に指導したため、PED 防疫マニュア

ル 2)及び馴致に関する条件 3)の発出以前は、

馴致していたことを家保には話さない農家も

存在した。このような農場から後になって馴

致していたことを聞く場合があり、家保とし

ての対応に苦慮した。 

 

地域的な取組 

 当所では従前から、那須地域オーエスキー

病防疫協議会の中で、農家名を実名で公開す
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ることを原則とし、地域内の農場間の信頼関

係を築きながら、情報の共有化を図ってきた。

今回、当協議会を平成 26 年 9 月に開催し、PED

に関しても情報の共有化を図った。その内容

としては、家保からは発生農場の現況や沈静

化した農場の対策方法、国内外の発生状況等

の情報提供、農場からは発生農場であること

を自ら明かした上で、成功談や失敗談等の体

験談の提供であった。特に早期沈静化した農

場の具体的な実施内容は、非常に参考になり、

積極的な情報の共有化を図ることができた。 

 

まとめ 

 那須地域内では大規模農場で続発したが、

発生農場の動線の見直し、発生農場であるこ

とを農場自らが積極的に情報公開、非発生農

場への消毒指導、死亡豚・出荷に関する指導・

確認等の初動対応及びまん延防止対策により、

初発から 24 日以内で新たな発生を抑えるこ

とができた。 

早期沈静化のポイントについて、沈静化農

場と非沈静化農場の違いを調査し、その結果

から長期間発症農場における衛生上の課題が

浮き彫りとなった。さらに、これらの課題や

発生農場からの実例紹介等を、地域防疫協議

会を通じて、情報の共有化を積極的に図れた

ことで、地域一丸となって PED のまん延防止

ができ、沈静化に努めることができた。 

 

今後の課題 

 PED の明確な侵入・拡大要因は判明してい

ないため、農場では考え得るあらゆる衛生対

策を継続して実施しているところである。し

かし、やみくもに対策を継続することは、従

業員の疲弊を招き、何かの拍子に農場内へウ

イルスの侵入を許してしまう可能性がある。

基本的な衛生対策の継続に加えて、ポイント

を絞った対策により効果的にウイルスの侵入

防止が可能となると考えられる。 

また、馴致については、その手法が確立さ

れていないため、実施する場合は、農場ごと

に適切な実施方法で行う必要がある。これま

での成功・失敗事例を公開し、それらを元に、

農場・管理獣医師・行政の三者が馴致につい

てよく理解した上で、実施できる体制の維持

が不可欠である。 

現在、長期間発症していた 2 農場は、いず

れも情報の共有や助言を粘り強く実施し、ピ

ッグフローや動線等の大幅な見直しを行った。

これにより、1 農場は平成 27 年 1 月に非発生

農場に復帰し、残る 1 農場も沈静化に向かっ

ている。 

今後も、地域一丸となって PED の新たな発

生、再発の防止に努めていきたい。 
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流行性下痢（PED）による損耗防止のための馴

致に関する条件等について 
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３ ふれあい動物施設等における衛生指導 
 

県北家畜保健衛生所 
黒澤圭、湯澤裕史、小島浩一 

 
県央家畜保健衛生所 

   阿部祥次、飯塚綾子 
 

はじめに 

 動物と直接触れ合えるふれあい動物施

設は近年増加傾向にあり、情操教育とし

ての重要性も認識されつつある。こうし

たふれあい動物施設では、過去に動物と

の直接接触を介して、人に腸管出血性大

腸菌症やサルモネラ症を起こす危険性が

あることが知られている。そのため、ふ

れあい動物施設では人獣共通感染症対策

が重要と考えられ、各施設でさまざまな

感染防止のための取組がなされている。 

 今回、当所管内のふれあい動物施設の A

施設において、展示用のアヒルからサルモ

ネラが検出され、清浄化対策を実施すると

ともに、当所管内のふれあい動物施設にお

ける人獣共通感染症対策の実態把握と衛生

指導を実施したので、その概要を報告する。 

 

A 施設の概要 

A 施設は、ふれあい動物エリアのほか乗

り物などがある遊戯エリアをもつ観光牧場

で、飼養されている動物は牛 28 頭、馬 15

頭、羊 1 頭、山羊 12 頭、アヒル 42 羽（う

ち雛 28羽）、鶏 27羽, 小動物などであった。

そのほとんどが、展示動物あるいはふれあ

い動物として供されていた。 

 

発生経過 

発生場所は、展示前の訓練中のアヒルが

飼養されているエリアで、木造の鶏舎と池

が配置されていた。発生経過は、平成 26

年 8 月 10 日から約 2 週間で 28 羽中 25 羽の

アヒルの雛(70、130 日齢)が死亡した。  

8 月 25 日、29 日の 2 日間で計 3 羽のアヒ

ルについて病性鑑定を実施した。  

細菌学的検査の結果、アヒル雛１羽の主

要臓器と、別の 1 羽のクロアカスワブ並び

に飼料 1 点からサルモネラが検出され、血

清型別の結果、Salmonella O4；1 相；i、

2 相；－で、Salmonella Typhimurium 単層

変異株と判定された。 

病理組織学的検査の結果、3 羽のアヒル

それぞれに異なった寄生虫感染が重度にみ

られたものの、3 羽に共通した病変は乏し

く、サルモネラ症を疑う所見も確認されな

かった。これらのことから、アヒルの群単

位での死亡原因は究明できなかった。 なお、

鳥インフルエンザの簡易検査、ウイルス分

離はすべて陰性であった。 

サルモネラの侵入経路として、導入雛の

汚染、飼料の汚染等が疑われた。導入雛に

ついては、導入元での検査が未実施であっ

たことから確定には至らず、サルモネラが

検出された飼料にては、既に開封済みの紙

袋であったことから、開封前の汚染か否か

確認することはできなかった。  
 

A 施設の衛生対策 

A 施設では次のような衛生対策を実施し

た。サルモネラ対策として、①アヒル雛の
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導入を一時停止②アヒル雛飼育舎及び周囲

の石灰塗布③アヒル雛飼育舎への来場者の

立入制限④従業員・来場者への手洗い、消

毒の励行を指導し、衛生害虫対策として、

①飼育舎への防鳥ネット等の補修②飼育エ

リアの除草、昆虫駆除を指導した。  
9 月 29 日に、鶏 2 羽とアヒル 3 羽のクロ

アカスワブ、環境材料 10 か所及び飼料 2

点の計 17 検体の細菌検査を実施したが、サ

ルモネラは分離されず、発生から 1 か月後

に清浄性を確認した。  

 

聞き取り調査 

今回、A 施設でのアヒルの群単位での死

亡事例、サルモネラの検出事例を受けてサ

ルモネラが直接の原因ではなかったものの、

一度発生すると大きな被害をもたらし、ま

た人への感染が危惧されることから、意識

啓発や人獣共通感染症対策の実態を把握す

るため、管内のふれあい動物施設に対して、

聞き取り調査を実施した。 

（１）調査方法 

調査期間は平成 26 年 10 月～11 月の 1 か

月間で、調査対象施設（8 か所）の概要を

表 1 に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 ふれあい動物施設の概要 

 畜種 畜種

数 

飲食 

施設 

搾乳 

設備 

専属 

獣医 

A 

大家畜  

中家畜  

鳥類  

小動物  

8 有  有   

B 

大家畜  

中家畜  

鳥類  

小動物 

12 有  有   

C 

大家畜  

中家畜  

鳥類  

小動物 

6 有  有   

D 

大家畜  

中家畜  

鳥類  

小動物 

6 有   有 

E 

大家畜  

中家畜  

鳥類  

小動物 

15 有   有 

F 
大家畜 

鳥類 
6 有   有 

G 中家畜  1 有    

H 中家畜  3    

脚注）大家畜：牛,馬 中家畜：緬山羊,豚 鳥類：鶏,
アヒル等 小動物：犬,ウサギほか小動物 

 

主な調査項目は、①人獣共通感染症に関

する知識②ふれあい動物の飼養管理状況③

具体的な人獣共通感染症対策④疾病情報の

収集方法⑤ 管理責任者や従業員の衛生意

識とした。 

A～G は飲食場所があり、A～C は牛を多く

飼養しており、生産ゾーンである搾乳舎が

あるという特徴をもち、D～F は専属獣医師

が配置されていた。 

（２）調査結果 

① 人獣共通感染症の知識について  
全施設において、人獣共通感染症を把握
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していたが、その知識の習熟度には差が見

られ、把握している具体的な疾病数は、多

い施設で 13 疾病、少ない施設で 1 疾病であ

った。 

なお、専属獣医師のいる施設では、把握

している疾病数が多い傾向にあった。  
② ふれあい動物の衛生管理状況について  
 6 施設において、ふれあい動物の健康観

察を毎日実施し、健康管理記録簿に記載し

ていた。また、特に牛などについては、専

属職員を配置している傾向があるものの、

その他の動物種については、人員の関係で、

一人が複数種を同時に管理する傾向がみら

れた。 

なお、ふれあい動物の保菌検査を実施し

ている施設はなかったが、「今後希望した

い」と回答した施設は 3か所あった（表 2）。 

 

表 2 ふれあい動物の衛生管理状況 

衛生管理  施設数  

観察  

記録  

毎日の健康観察・記録  6 

異常時のみの記録  1 

担当者に一任（記録な

し）  

1 

飼育

者  

畜種毎に専属職員の

配置  

4 

一人が複数種の畜種

を管理  

7 

検査  保菌検査の実施  0 

今後、検査実施を希望  3 

 
③人獣共通感染症対策について  
 全ての施設で人獣共通感染症に対して、

「対策をとっている」との回答を得たこと

から、具体的な内容についてさらに調査を

行った。  
 全施設において、ふれあい動物エリアを

区分し、手洗い場所を設置していた。しか

し、ふれあい広場で人の動線が交差しない

ように配慮した出口・入口の区別や、出口・

入口の靴底消毒設備の設置等の対策まで実

施している施設は 4 か所で、定期的に消毒

薬をふれあい広場に散布している施設も 5

か所にとどまった（表 3）。 

 手洗い場所（図 1）について、その設備

を詳細にみると、手洗いの励行等を表示す

る看板を設置している施設は 4 か所のみで

あった。なお、看板については、子供の目

の届く位置になかったり、搾乳舎を有して

いる施設では、搾乳舎への立入禁止の看板

がない等の不備が見受けられた。また、手

洗い場所にペーパータオルを設置している

施設は、風で飛ばされてしまう等の理由か

ら全施設で配置されていなかった。手指消

毒に使われている消毒薬は、施設によって

様々であった。最も使用頻度の高かった消

毒薬はアルコール、塩化ベンザルコニウム

であった。また、肌への影響を考慮して植

物由来の天然成分配合の消毒液を使用して

いる施設が１か所あった。  
 

表 3 人獣共通感染症対策 

人獣共通感染症対策  施設数  

柵やフェンスでエリア区分  8 

退場者の手洗い場所の設置  8 

ふれあいエリアの出入口の区別  2 

出入口の靴底消毒（マット ,踏込消

毒槽設置）  
4 

定期的な消毒薬の散布  5 
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表 4 手洗い場所の設備  

手洗場所の設備状況  施設数  

手洗い場所の看板  4 

蛇口による流水洗が可能  8 

手洗い用の石けん  7 

ペーパータオル  0 

手指消毒のための消毒液  8 

図 1 手洗い場所  
 
④疾病情報の収集方法について  
 全ての施設が情報収集に努めていると回

答し、主に、家畜保健衛生所が発行する家

畜衛生情報を参考にしていた。情報の入手

先として家畜保健衛生所以外では、治療に

来た獣医師や業者と回答する施設が 6 か所

あった。 

⑤管理責任者や従業員の衛生意識について  
 「人獣共通感染症に対する意識」と、「消

毒に対する意識」に関して、管理責任者と

従業員で、意識に明らかな差が見られた(図
2)。管理責任者は概ね多くの疾病を把握し

ていると考えられたが、把握している疾病

数について聞き取りをした際に、従業員が

把握している疾病数が少なかった施設が 5

施設あった。また、ふれあい広場出口・入

口における消毒マットや消毒槽の設置の有

無や、消毒マットへの消毒薬の交換頻度に

ついて調査したところ、3 施設において、

意識の差が認められた。具体的には、1 施

設では管理責任者が、消毒マットへの消毒

薬の交換頻度を「毎日」と回答したが、従

業員は「2 週間に 1 回」と回答したり、2

施設では、管理責任者は「消毒マットを設

置している」と回答したものの、従業員が

設置をしていなかったりといった事例があ

った。  

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

人獣共通感染症に対する意識 消毒に対する意識

管理責任者

従業員

 

図 2 管理責任者と従業員の意識 

 

まとめと対策 

管内 8 か所のふれあい動物施設を巡回し、

各施設の衛生管理状況等について聞き取り

調査を行ったところ、いくつかの課題を把

握することができた。各施設によって、手

指消毒の看板、消毒液等様々な取組をして

おり、取組や人獣共通感染症についての知

識の程度に差があることが確認された。人

獣共通感染症対策は手指消毒を中心とした

対策がとられていた。一方、靴底の消毒や

動物エリア出入り口の区別化等の対策が不

十分な施設が多く見られた。さらに、看板

や消毒マットの設置に改善が必要な施設が

見受けられ、きめ細かい指導の必要性が感

じられた。 

動物の飼養管理では、特に牛では専属職

員を配置しているものの、一人で複数種の
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世話をしている施設が多かった。また、畜

舎間の移動時にも着替えや消毒が実施され

ているケースは少なく、もし施設内に病原

体が侵入すれば、施設全体にまん延するお

それがあることが考えられた。 

ふれあい動物施設では疾病情報の収集に

意欲的であり、家保の情報発信の継続が必

要と思われた。 

また、管理責任者と従業員の衛生意識に

差が見られる施設が複数見受けられ、従業

員教育の重要性を認識した。 

これらを受け、以下の対策に取り組んだ。

まず、人獣共通感染症対策として、リーフ

レットを配布し、人獣共通感染症の知識の

普及啓発を図った。また、エリア区分や動

線等の設定方法について事例紹介を行い、

それぞれの施設で取り組むことが可能な衛

生対策について説明した。 

管理責任者と従業員の意識を共有するた

めに、ミーティングの具体的な利用につい

て啓発した。 

具体的には、人獣共通感染症のチェック

リストを活用して対策の改善を図る場とし

て、また、病原体を施設全体にまん延させ

ないために、管理責任者が従業員に対して

畜舎間を移動する際に手指や靴底の消毒を

徹底させる場としての利用を促した。 

 次に、ふれあい動物の保菌検査の実施事

例がなかったことから、当所で実施してい

る病原性大腸菌 O157、O111、O26 及びサル

モネラ等の細菌検査等の活用について提案

した。提案後、実際に B 施設ではふれあい

動物の細菌検査を実施した。今後も半年毎

に実施を希望しており、このような事例を

他の施設にも徐々に広めていくこととして

いる。 

 今後は、飼養衛生管理基準の遵守指導に

加え、人獣共通感染症対策の推進を図り、

ふれあい動物施設における衛生対策を推進

していきたい。 

 

参考文献 

日本草地畜産協会 2001.ふれあい牧場衛生

管理向上マニュアル 
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４ 牛飼養農家における衛生害虫対策  

 

県北家畜保健衛生所 

福田沙矢加、金子大成、半田真明 

はじめに 

多くの牛飼養農家で問題となる衛生害虫に

はサシバエ、アブ、ブユ、イエバエ等がある

（図 1）。これらは様々な疾病を媒介して衛

生的な被害をもたらすばかりでなく、牛に多

大なストレスを与え、生産性にも影響を与え

る。 

この中でもサシバエは、生活環が短く産卵

数も多いため牛舎の中で大量発生してし、ま

た発生時期が春から秋にかけてと長期にわた

り、行動範囲も広く、殺虫剤が効きにくいと

いう点から防除対策の困難な衛生害虫のひと

つである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 主な衛生害虫の生態 

 

サシバエは雌雄とも吸血性であり、針のよ

うな長い口吻で皮膚を刺し、数分かけて自分

の体重と同程度の量を吸血する。サシバエの

吸血時には強い痛みを伴うため、牛は睡眠障

害や採食減少から、増体減少、乳量低下、乳

房炎等を引き起こす事が知られている 1,2)。

また、搾乳時にユニットを蹴落として作業が

煩雑になる事や、ストールの一方に偏るため

ゆったり横臥できない、飼槽に行けない、尾

を踏まれる等の間接的な被害も起こる。さら

に、サシバエは人を刺すこともあるため作業

者も注意が必要である。 

現在、サシバエ対策としては、まず発生防

止のための清掃及び休息場所である草刈りを

基本として、牛舎侵入防止の防虫ネットの設

置や、侵入したサシバエを殺滅するための殺

虫剤散布等があげられる。しかし、防虫ネッ

トの設置には多大な費用がかかり、目詰まり

するためメンテナンスも必要である 3)。また、

殺虫剤はサシバエに効きにくく、安全性を心

配する声があり、粘着シートは埃に弱いなど

の欠点がある事から、積極的な対策に至らな

い農家が多数存在している。 

そこで、当然清掃や草刈りは実施するにし

ろ、牛舎内に入ってしまったサシバエに対し

て吸血行動をさせないようにするため、忌避

作用を持つ天然成分を用いた安全な対策を検

討した。 

 

材料、方法及び結果 

 サシバエは牛の下肢を好むため、牛は頻繁

に筋肉の振戦や尾払い、挙肢などの忌避行動

を見せるようになる 4)。挙肢には、軽く足踏

みをする場合もあれば、前肢で敷料を後肢に

向けて蹴り飛ばして追い払う仕草をする場合

もある。今回の試験ではこれらの挙肢の回数

を数えて被害の指標とし、忌避作用を有する



- 29 - 

と考えられる物質を噴霧した時の回数の変化

を観察した。供試した物質は、除虫菊と同様

の防虫成分（ピレトリン）を含む「よもぎ」、

自然農法の分野で農作物の防虫に効果がある

とされ、唐辛子やレタスなどを煮出して抽出

した「害虫予防液」、山歩き等の際にアブ・

ブユ対策で使用されている「ハッカ油」の 3

種で試験を実施した。 

 

・試験 1 天然成分抽出液の比較 

 材料は水で 50 倍に希釈したよもぎ抽出液、

害虫予防液及び 50 倍希釈のハッカ油（ハッカ

水溶液）を用いた。これらを牛の四肢及び腹

部に 500ml ずつ噴霧し、一定の時間が経過し

た際の挙肢回数（図 1）とサシバエの飛来数

を観察した。各試験では、毎回未噴霧の対照

牛を設定した。 

なお、挙肢回数は 10 分間に 4 本の脚を挙げ

た合計回数とし、飛来数は左前肢を写真撮影

して計測した。 

その結果、挙肢回数は、よもぎ及び害虫予

防液では何も噴霧しない対照に比較して変化

が見られなかった。ハッカ水溶液では、噴霧

直後は減少したものの、1 時間後には減少の

幅が小さくなった。飛来数でも同様に、ハッ

カ水溶液で直後は減少するものの 1 時間ほど

経過すると減少の幅が小さくなった（図 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 挙肢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2 天然成分抽出液の比較 

   （上段：挙肢回数、下段：飛来数） 
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・試験 2-1 ハッカ油の検討＜希釈溶媒＞ 

 試験 1 の結果から、ハッカ油には忌避作用

があると推察されたが、持続時間に課題が認

められたため、持続時間の延長を目的として

ハッカ油を希釈する溶媒について検討した。 

 材料はハッカ水溶液と、サラダ油で希釈し

たハッカ油（ハッカ希釈油）とした。50 倍希

釈のものを牛の四肢及び腹部に 50ml 噴霧し、

一定の時間が経過した際の挙肢回数及びサシ

バエの飛来数を観察した。 

 結果、溶媒にサラダ油を使用すると、挙肢

回数、飛来数ともに減少の幅が大きくなり、

その効果が水溶液と比較して持続した（図 3）。

また、この時使用した噴霧量は、毛や皮脂に

はじかれず水溶液の場合の 1/10 量で効果が

見られた。 

 サラダ油は牛体に対して安全であり、溶媒

に使用する事で牛体に噴霧する量が少なくて

すみ、効果も高まるため、牛舎全体では無く

個々の牛に使用する際に有効であると推察さ

れる。 

 

・試験 2-2 ハッカ油の検討＜希釈倍数＞ 

 次に、費用対効果の面からできるだけ使用

するハッカ油の量を抑えるため、希釈濃度を

検討した。 

材料は 10、50 及び 100 倍のハッカ希釈油とし

た。これらを牛の四肢及び腹部に 50ml ずつ噴

霧して挙肢回数と飛来数を観察した。 

 その結果、希釈倍率が小さくなるに従って

挙肢回数が減少した。飛来数については、50

倍及び10倍では全く認められなかった（図4）。

このため、希釈倍数は 50 倍が適当であると考

えられた。この場合、牛 1 頭に使用するハッ

カ油の量は 1ml と少量であるため対策費用が

節約でき、農場で使用するのに有用であると

考えられた。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3 希釈溶媒の検討  

   （上段：挙肢回数、下段：飛来数） 
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 図 4 希釈倍数の検討（挙肢回数） 

・試験 2-3 ハッカ油の検討＜持続時間＞ 

 材料は、50 倍希釈したハッカ希釈油とした。 

多数のサシバエが見られた前肢の障害によ

る起立不能の成牛の背部に 20cm 角の枠をマ

ークし、枠内にハッカ希釈油を 10ml 噴霧して

飛来数を観察した。 

 結果、噴霧していない対照部位では常に数

匹のサシバエによる吸血が見られたのに対し、

試験部位では 6 時間以上、全くサシバエが認

められなかった（図 5）。またこの時、試験

部位に近づくサシバエは多少存在するものの、

体表に着地すると同時に飛び立つ様子が観察

された。 

 これによりサシバエが飛来する日中の間、

その効果が持続することが示唆され、1 日 1

回、朝に噴霧することで作業の繁雑さは無い

ものと考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5 希釈倍数の検討（持続時間） 

 

まとめ 

 ハッカ油を水で希釈して牛体に噴霧したと

ころ、サシバエの飛来数と忌避行動である挙

肢回数が減少した。しかし、効果が短時間し

か持続しなかったため、サラダ油で希釈して

噴霧したところ、劇的な効果が 6 時間以上持

続した。また、この時の散布量は水溶液に比
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べ 1/10 程度であった。希釈倍数は小さいほど

効果があったが、50 倍でも充分に高い効果が

得られた。なお、この場合、費用は 1 日 1 頭

につき十数円と試算された。 

このように、ハッカ油がサシバエに対して

安全で安価な忌避剤として防除対策に応用で

きることが示唆された。ハッカ油を農場の飼

養形態や被害状況に合わせて使用する事で、

サシバエの吸血による牛の生産性低下や搾乳

等の作業効率低下を軽減することが可能であ

ると考えられる。 

 今後は、農場での実用的な使用方法や、ア

ブなど他の衛生害虫への効果についても試験

していくこととしている。また、ハッカ油に

は清涼作用があるため、夏場の暑熱対策との

併用も検討していきたい。 
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〈参考資料〉 

・管内における監視伝染病発生状況（平成２６年１月～１２月） 

１ 家畜伝染病（予防法第２条） 

 ・発生事例なし 

２ 届出伝染病（予防法第４条） 

病     名 戸 数 頭羽数 市 町 名 

牛ウイルス性下痢・粘膜病 ６ ６ 大田原市、那須塩原市、那須町 

牛伝染性鼻気管炎 ２ ６ 大田原市、那須町 

牛白血病（散発性牛白血病） １ １ 那須塩原市 

牛白血病 ６８ ８４ と畜場発見 

牛サルモネラ症 １ １ 那須町 

豚サルモネラ症 １ １ と畜場発見 

伝染性胃腸炎 １ ３ 那須町 

豚流行性下痢 １４ ４６ 
大田原市、那須塩原市、那須町、那須烏山市、

那珂川町 

豚丹毒 １ ２ と畜場発見 

ロイコチトゾーン病 １ １ 県外食鳥処理場発見 

 

・死亡牛BSE検査実施状況 
１ 月別検査実施状況 

月 
頭数 

搬入 採材 検査 搬出 焼却 

４月 ３０４  ３１９  ３３５  ３００  ０  

５月 ２６３  ２５４  ２５４  ２８６  ０  

６月 ２５９  ２５６  ２４２  ２４４  ０  

７月 ３２６  ３２５  ３４２  ３２６  ０  

８月 ３５９  ３４５  ３４６  ３５８  ０  

９月 ３４１  ３４７  ３３６  ３３４  ０  

１０月 ３０４  ３１０  ３１４  ３１３  ０  

１１月 ２８８  ２５６  ２７５  ２６４  ０  

１２月 ３１７  ３３４  ３０７  ３１７  ０  

１月 ３２６  ３０７  ３５３  ３３８  ０  

２月 ２９４  ２８９  ２８９  ２９８  ０  

３月 ２６９  ２８２  ２８５  ２８９  ０  

計 ３,６５０  ３,６２４  ３,６７８  ３,６６７  ０  

 

２ 管内市町村別搬入頭数 

市町村 ホルスタイン種 黒毛和種 交雑種 その他 計 

大田原市 ３２７ ２１ ２０ ２ ３７０ 

那須塩原市 １，２０３ ７６ ６ ３ １，２８８ 

那須烏山市 ７０ １２ ９ ０ ９１ 

那須町 ３１４ ４６ ５ ８ ３７３ 

那珂川町 ４３ １５ ０ ０ ５８ 

管内計 １，９５７ １７０ ４０ １３ ２，１８０ 
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・管内の年別監視伝染病発生状況(過去１０年間) 

１ 家畜伝染病 （戸／頭羽群数） 

病  名 畜種 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 

ブルセラ病 牛 - - - - - - - - - - 

結核病 牛 - - - - - - - - - - 

ヨーネ病 牛 13/28 20/41 14/35 9/12 8/15 8/28 17/49 5/ 7 4/ 7 - 

馬伝染性貧血 馬 - - - - - - - - - - 

豚コレラ 豚 - - - - - - - - - - 

ニューカッスル病 鶏 - - - - - - - - - - 

腐蛆病 蜜蜂 - 2/ 5 2/ 5 1/ 1 - - - 1/ 1 - - 
 

２ 届出伝染病 （戸／頭羽群数） 

病  名 畜種 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 

牛ウイルス性下痢・粘膜病 牛 - - 3/ 3 4/ 6 3/ 3 2/ 2 2/ 3 2/ 3 5/ 8 6/ 6 

牛伝染性鼻気管炎 牛 - - - - - 1/ 2 2/ 3 1/ 5 1/ 3 2/ 6 

牛白血病 牛 2/ 2 2/ 2 1/ 1 1/ 1 - - 34/43 38/43 57/68 69/85 

破傷風 牛 2/ 2 - - - - 1/ 1 - - - - 

気種疽 牛 - - - - - 1/ 1 - - - - 

サルモネラ症 牛 2/28 - 1/17 - 2/ 5 5/ 7 3/ 5 2/ 8 3/ 8 1/ 1 

馬インフルエンザ 馬 - - 1/ 8 - - - - - - - 

サルモネラ症 豚 - - 1/10 - - - - - 2/ 2 1/ 1 

オーエスキー病 豚 - - - - 1/ 3 - - - - - 

伝染性胃腸炎 豚 - - - - - - - - - 1/ 3 

豚繁殖・呼吸障害症候群 豚 - - 1/ 1 - - 1/ 2 - - - - 

豚流行性下痢 豚 - - - - - - - - - 14/46 

豚丹毒 豚 5/ 5 - - - - - 5/ 7 2/ 2 1/ 3 1/ 2 

マレック病 鶏 - - - - - 1/ 3 - - 1/ 2 - 

ロイコチトゾーン病 鶏 - - - - - - - - - 1/ 1 

-：摘発事例なし
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・管内市町別家畜飼養戸数、飼養頭羽数 

表中の数値は、全国は畜産統計から引用（ブロイラーは平成２１年値）、栃木県は「とちぎの畜産２

０１４」から引用、管内は当所調べ。 

 

１ 家畜飼養戸数                          （単位：戸） 

畜種 

 

市町 

乳用牛 肉用牛 馬 豚 

鶏（飼養羽数 300 羽以上） 

採卵鶏 ブロイラー 

大田原市 75 142 1 6 6 1 

那須塩原市 319 118 14 14 6 0 

那須町 99 181 15 16 1 1 

那須烏山市 26 33 2 8 4 0 

那珂川町 19 31 3 8 2 1 

管内計  538 505 35 52 19 3 

栃木県 827 1,160 83 136 71 9 

全国 19,400 61,300 5,041 5,570 2,650 2,392 

 

 

２ 家畜飼養頭羽数 （単位：頭、羽） 

畜種 

 

市町 

乳用牛 肉用牛 馬 豚 

鶏 

採卵鶏 

(種鶏含) 
ブロイラー 

大田原市 4,714 12,387 16 36,319 767,126 30,000 

那須塩原市 23,322 8,736 241 50,265 24,306 0 

那須町 7,937 11,236 129 69,044 4,450 20,000 

那須烏山市 2,082 12,795 24 81,229 5,588 0 

那珂川町 1,081 1,685 5 4,938 990 25,500 

管内計 39,136 46,839 415 241,795 802,460 75,500 

栃木県 53,000 92,900 951 385,300 3,796,000 662,772 

全国 1,423,000 2,642,000 75,119 9,685,000 172,238,000 107,141,000 

 

３ 家畜飼養頭羽数の推移（栃木県）                         （単位：頭、羽） 

畜種 

年 
乳用牛 肉用牛 馬 豚 採卵鶏 ブロイラー 

昭和６０年  65,000  86,000  302,600 3,679,000 1,508,000 

平成  ２年  66,900 103,800  307,300 4,054,000  906,000 

７年  64,100 103,900  303,500 4,439,000  626,000 

１２年  60,700 105,200  319,600 4,393,000  

１７年  58,300  98,100  336,500 4,256,000  

２０年  56,700 102,300  369,800 3,938,000  

２１年  55,900 102,100  376,100 3,904,000  

２２年  53,900   99,100  368,840 3,974,000  

２３年  53,000   94,200 951 391,100 3,813,000  662,772 

２４年  53,000   92,900  385,300 3,796,000  

２５年  55,301  93,283 984 386,293 4,206,254  535,297 

２６年 52,900 87,900  393,200 3,969,000  
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・管内飼育動物診療施設数等 

（平成２７年３月末） 

区 分 大動物 小動物 計 

 県  ２  ０  ２ 

 農協・酪農協  ３  ０  ３ 

 法人 ３０  ６ ３６ 

 個人 ３４ １６ ５０ 

計 ６９ ２２ ９１ 
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・家畜の主な伝染性疾病 

１ 家畜伝染病（予防法第２条関係） 

家畜伝染病予防法では、家畜伝染病が２８疾病指定されているが、主な疾病の概要は下表のとお

り。 

伝染性疾病の

種類 

家畜の種類 病原 予後 症状等 

口蹄疫 牛、めん羊、

山羊、豚 な

ど 

ウイルス 罹患率は高い

が、死亡率は

低い。経済的

被害大 

鼻、口部の粘膜、蹄周縁部の皮膚などに重篤な水疱性

病変を生じる急性伝染病。日本では、２０００年に９

２年ぶりに発生。２０１０年には宮崎県において２９

２例の発生があった。 

流行性脳炎 牛、馬、めん

羊、山羊、豚 

など 

ウイルス 症状等を参照 日本脳炎、西部馬脳炎、ベネズエラ馬脳炎等脳炎を起

こすアルボウイルスによる感染症をいい、日本では現

在日本脳炎のみがみられ、馬では死亡・予後不良、豚

では死流産・無精子症等を発現する。 

ブルセラ病 牛、めん羊、

山羊、豚 な

ど 

細菌 不定 流産が主徴。人にも感染する。日本では２０１０年２

頭発生、本県では１９７１年以降発生なし。 

結核病 牛、山羊など 細菌 不定 主に肺、リンパ節に進行性の結節病変を形成。本県で

は、１９７５年以降発生なし。 

ヨーネ病 牛、めん羊、

山羊 など 

細菌 不定 原因不明の頑固な持続性間欠性下痢、削痩、貧血。近

年、増加し全国的に散発的に発生。 

伝達性海綿状

脳症 

牛、めん羊、

山羊 など 

プリオン 不良 行動異常、運動失調、興奮状態、掻痒感等。日本では

２００１年から散発。（牛海綿状脳症=BSE[国内では現

在３６例目]、めん羊：スクレイピー） 

馬伝染性貧血 馬 ウイルス 不定 特有の回帰熱。発熱に伴い貧血。慢性の経過をとり生

涯治癒しない。日本では１９９３年以降感染はなかっ

たが、２０１１年３月に宮崎県で感染が確認された。

本県では１９８０年以降発生なし。 

豚コレラ 豚など ウイルス 極めて不良 急性熱性伝染病。伝染性極めて強く、症状は重篤で致

死率も非常に高い。日本では１９９１年以降、本県で

は、１９８３年以降発生なし。２００６年ワクチン接

種全面中止、２００７年に清浄国に認定された。 

高病原性鳥イ

ンフルエンザ 

 

低病原性鳥イ

ンフルエンザ 

鶏、あひる、

うずら など 

ウイルス 死亡率高い 特定の型の A 型インフルエンザウイルスによるもの

と、急性で罹病率・致死率の高いインフルエンザ感染

をいう。肉冠チアノーゼ、顔面浮腫、鼻汁、神経症

状。日本では２００４年に７９年ぶりに発生し、それ

以降２０１１年まで毎年発生あり。 

ニューカッス

ル病（低病原性

の場合、届出） 

鶏、あひる、

うずら など 

ウイルス 死亡率高い 体温上昇、元気食欲なく、緑色下痢便、呼吸器症状を

呈す。本県では、１９８６年以降発生なし。ワクチン

により防御している。 

家きんサルモ

ネラ感染症 

鶏、あひる、

うずら など 

細菌 雛の死亡率高

い 

ひな白痢は、羽毛逆立、元気消失、灰白色下痢便。耐

過した場合、発育不良、保菌鶏となる。 

鶏チフスは、育成鶏、成鶏に多発し産卵率低下。本県

では、１９８４年以降発生なし。 

腐蛆病 蜜蜂 細菌 不良 巣房の蓋が湿気を帯び陥凹し蜂子が死亡。本県での発

生頻度は比較的高い。 

※ 疾病により、政令でその他の家畜（水牛、しか、いのしし、七面鳥）が指定されている。 
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２ 届出伝染病（予防法第４条関係） 

家畜伝染病予防法では、届出伝染病が７１疾病指定されているが主な疾病の概要は下表のとおり。 

伝染性疾病の種類 家畜の種類 病原 予後 症状等 

ブルータング 

牛 、 水 牛 、 し

か、めん羊、山

羊 

ウイルス 不定、牛では

良性 

発熱、異常産、口腔粘膜の潰瘍等。吸血昆虫媒介。本

県で過去に発生あり。 

アカバネ病 
牛、水牛、めん

羊、山羊 

ウイルス 不定 早産・流産・死産、子牛の体型異常、大脳欠損。吸血

昆虫媒介。本県で発生あり。 

チュウザン病 
牛、水牛、山羊 ウイルス 不定 異常産（大脳・小脳欠損）。吸血昆虫媒介。本県は発

生なし。 

牛ウイルス性下

痢・粘膜病(BVD・

MD) 

牛、水牛 ウイルス 不定、粘膜病

は不良 

発熱、発咳、流涎、下痢、流産（奇形）。免疫寛容に

なった牛は、ウイルスを生涯保有。常在。 

牛伝染性鼻気管炎

(IBR) 

牛、水牛 ウイルス 致死率３～１

０% 

発熱、発咳、鼻汁漏出、流涎等。常在。 

牛白血病 牛、水牛 ウイルス 不良 削痩、眼球突出、全身リンパ節の腫大等。常在。 

アノウイルス感染

症 

牛、水牛 ウイルス 不良 妊娠牛が本ウイルスに感染すると、子牛に小脳形成不

全。吸血昆虫媒介。本県は発生なし。 

イバラキ病 
牛、水牛 ウイルス 一般に不良 嚥下障害を主徴とする急性熱性伝染病。吸血昆虫媒

介。本県は発生なし。 

牛流行熱 牛、水牛 ウイルス 一般に良性 急性熱性伝染病。本県では発生なし。 

サルモネラ症 

牛 、 水 牛 、 し

か、豚、いのし

し 、 鶏 、 あ ひ

る、七面鳥、う

ずら 

細菌 不定、慢性経

過もある 

指定された病原体によるものに限る。 

敗血症、衰弱、下痢等。食中毒の問題も大きい。常

在。 

ネオスポラ症 
牛、水牛 原虫 神経症の子牛

は不良 

流産、死産。常在。 

馬インフルエンザ 

馬 ウイルス 経過日数は２

～３週、重症

の場合は１～

６月 

発熱、発咳、鼻汁漏出、流涙。２００７年に３６年ぶ

りに全国的に発生（管内では２００７年８月に発

生）。 

馬伝染性子宮炎 
馬 細菌 １０～１４日 陰門部から粘稠性に富む灰白色の滲出液を多量に排

出。常在。 

馬パラチフス 

馬 細菌 生後間もない

子馬では不良 

流産、子馬の関節炎、腱鞘炎等。日本では、１９９８

年、１９９９年、２００３年、２００４年、２００９

年に発生あり。 

トキソプラズマ病 
めん羊、山羊、

豚、いのしし 

原虫 多くは慢性 発熱、チアノーゼ、腹式呼吸。常在。 

オーエスキー病

(AD) 

豚、いのしし ウイルス 若齢豚ほど不

良 

新生豚では高率に死亡。成豚ではほとんど無症状で耐

過。妊娠豚では異常産。感染耐過豚は、感染源とな

る。本県では散発。陽性農家多い。 

豚繁殖・呼吸障害

症候群(PRRS) 

豚、いのしし ウイルス １～８週、子

豚は不良 

繁殖障害、呼吸器障害。他の疾病の引き金となる。常

在。 

豚 流 行 性 下 痢

(PED) 

豚、いのしし ウイルス ほ乳豚は高率

死亡、成豚は

良 

水様性下痢。２０１３年１０月、我が国では７年ぶり

に発生。以降、全国的に大流行。２０１４年９月以降

では、平成２７年４月現在、２５都道県２００農場に

おいて発生が確認されている。 
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伝染性疾病の種類 家畜の種類 病原 予後 症状等 

豚丹毒 
豚、いのしし 細菌 敗血症型は高

死亡率 

敗血症型、蕁麻熱型、心内膜炎型、関節炎型がある。

常在。と場廃棄が多い。 

鳥インフルエンザ 
鶏、あひる、七

面鳥、うずら 

ウイルス － 呼吸器症状、産卵低下。高病原性鳥インフルエンザ以

外のものをいう。 

鶏マイコプラズマ

病 

鶏、七面鳥 マイコプ

ラズマ 

致死率１０% 呼吸器症状。通常は、無症状だが経済的被害大。常

在。 

 

３ その他の伝染性疾病 

 牛コロナウイルス病 

 下痢を主徴とする。子牛では常在化の傾向があり、成牛では舎飼の搾乳牛で冬季に好発する。  

 牛ロタウイルス病 

 下痢を主徴とする疾病。寒冷期に、新生子牛に好発する。成牛にもまれに発生する。  

 牛 RSウイルス病 

 呼吸器症状を主徴とする。頭部、頸部、背部に皮下気腫が認められることがある。寒冷期に、

年齢に関係なく発生する。  

 牛パスツレラ症 

 細菌による呼吸器症状を呈する疾病。飼育環境・気候の急変、長距離輸送等のストレス感作が

あったときに発生が多い。  

 牛大腸菌症 

 出生直後～２週齢ころに好発する下痢を主徴とする疾病で、ときに急死する。   

 クリプトスポリジウム症（牛） 

 原虫による水様下痢を呈する疾病。幼若個体に好発する。  

 小型ピロプラズマ病（牛） 

 放牧牛において多く発生し貧血を呈する原虫病。家畜伝染病に指定されている疾病とは病原体

が異なる。  

 コクシジウム病（牛） 

 幼若個体に好発し、下痢便、血便を呈する原虫による病気。  

 牛肺虫症 

 夏季放牧牛に発生する、寄生虫（線虫）による発咳を主徴とする疾病。  

 馬ロタウイルス病 

 １～３か月齢の子馬に流行する一過性の下痢。  

 豚ロタウイルス病 

 離乳期前後に多発する水様下痢。発病率は高いが致死率は低い。  

 離乳後多臓器性発育不良症候群（豚） 

 ウイルスが関与して起こり、２～３か月齢離の乳子豚が発育停滞あるいは削痩する病気。いわ

ゆるヒネ豚の原因となる。  

 増殖性腸炎（豚） 

 細菌により回腸粘膜が肥厚、タール様血便、貧血。肥育豚や種豚の病気。  

 豚胸膜肺炎 

 ４～５か月齢の豚に好発する、細菌による疾病。発熱、呼吸困難、神経症状を呈する。甚急性

例では２４時間以内、急性例では２～４日で死亡する。  

 豚ヘモフィルス・パラスイス症 

 ５～８週齢の子豚に好発する、発熱、嘔吐、神経症状、関節炎等を呈する疾病。  

 豚大腸菌症 

 １～３週齢の子豚に好発する下痢。敗血症死する場合もある。  

 豚レンサ球菌症 

 レンサ球菌により発生する病気で、髄膜炎型、敗血症型、多発性関節炎型、心内膜炎型、頸部

膿瘍型がある。  

 鶏コクシジウム病 

幼若雛に好発する、血便、下痢便、肉様便を主徴とする原虫による疾病。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

毎月第 3 日曜日は 

   ふれあい育む 


